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平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による
利根川下流沿岸域の用排水路等の被害と特徴

浅野　勇 *・渡嘉敷勝 *・森　充広 *・西原正彦 *

Ⅰ　緒　言

　2011年 3月 11日 14時 46分ごろ，三陸沖から茨城県
沖にかけての太平洋沿岸でマグニチュード 9.0（Mw=9.0）
の非常に大きな地震が発生した。3月 11日，気象庁は
この地震を「平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地
震」（以下，今回の地震と呼称）と命名した。Mw=9.0規
模の地震はわが国の観測史上最大であり，宮城県栗原市
で震度 7，岩手県から千葉県までの広い範囲で震度 6弱
以上の強い揺れが観測された。今回の地震による死者と
行方不明者は，2011年 11月 14日現在 1万 9千人を超え，
7万 1千人以上の住民が未だ不自由な避難生活を余儀な
くされている（東日本大震災復興対策本部，2011）。今
回の地震による農地・農業用施設の被害総数は 2011年
11月 7日現在，39,322箇所，被害総額は 8,302億円に達
し，農地の損壊が 17,456箇所，4,012億円，ダム，ため池，
パイプライン，水路などの農業用施設等の損壊が 21,457

箇所，3,658億円，農村生活関連施設の損壊が 409箇所，
633億円と発表されている（農林水産省，2011a）。農地
の被害としては，津波による流失や冠水等の被害が大き
く，被害推定面積は太平洋沿岸の 6県で約 2万 4千 ha

と報告されている（農林水産省，2011b）。このように今
回の地震による農地・農業用施設の被害は極めて甚大で
あった。地震国であるわが国では，今後もレベル 2クラ

スの地震発生が想定される。災害に強く防災機能の高い
農業・農村を復興するためには，今回の地震による農地・
農業用施設の被害の把握と分析を行い，その知見を減災
対策に生かすことが必要である。本報告では，利根川下
流沿岸域で発生した用排水路等の液状化被害調査を中心
に地震によって発生する用排水路等の損傷形態と耐震対
策の考え方について述べる。
　なお，現地調査および現地研修会では，茨城県農林水
産部，千葉県農林水産部，稲敷市農政部，稲敷市土地改
良所，新利根土地改良区，利根川水系土地改良調査管理
事務所の関係各位より資料提供および現地状況の説明を
賜りました。さらに，茨城県より余津谷地区における石
綿管および陶製暗渠に関するデータを提供して頂きまし
た。ここに記して感謝を表します。また，本文の地図情
報の作成には国土交通省国土地理院の電子国土Webシ
ステム技術情報および土地条件図を使用させて頂きまし
た。地震波形については気象庁と（独）防災科学技術研
究所のデータを使用させて頂きました。液状化地区の航
空写真については Google earthのデータを使用させて頂
きました。微地形および液状化履歴地点のデータについ
ては関東学院大学若松教授が作成されたデータおよびそ
の描画に（独）防災科学技術研究所が運営する地震ハザー
ドステーションを使用させて頂きました。さらに，調査
地域のボーリングデータについては国土交通省が運営す
る国土地盤情報検索サイトよりデータを入手させて頂き
ました。ここに記して感謝を表します。*施設工学研究領域施設機能担当

平成 23年 12月 14日受理
キーワード：平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震，地
震による損傷，液状化，用排水路，現地調査



Ⅱ　地震動

１　地震動と被害の特徴
　今回の地震は，東北地方太平洋沖を震源とし，日本列
島が乗る北米プレートとその下に沈み込む太平洋プレー
トの境界で発生したプレート境界地震である。この地震
の特徴は，震度 6弱以上の強い揺れが岩手県から千葉県
までの広範囲で観測され，地震動の継続時間が過去の地
震に較べ長いことにある。関東以南の地域でも 3分以上
の長い揺れが観測された。地震後の地殻変動も大きく，
宮城県の牡鹿半島を中心に東北地方沿岸域が震央に向
かって東に移動した。国土交通省国土地理院（2011）で
は GPS連続観測点のデータ解析から，石巻市牡鹿観測
点で東南東方向へ水平約 5.3m，鉛直約 1.2m（沈下）の
地盤変動があったと発表している。この地盤変動により，
東北地方の太平洋沿岸では 20～ 80cmの地盤沈下が起
き，農地等の浸水被害が拡大した。特に平野部の多い宮
城県では海岸から約 4kmの範囲まで浸水した。津波被
害は歴史的にみても大規模であり，波高 1m以上の津波
が北海道から東北，関東，関西，九州地方に至る太平洋
側一帯で観測された。岩手県および宮城県では 10mを
越える浸水高，遡上高が観測され，本震位置から離れた
茨城，千葉県においても 5m以上の遡上高が観測された。
津波により流出や冠水等の被害を受けた農地の推定面積
は約 2.3万 haに達する（農林水産，2011b）。余震活動

も活発であり，気象庁（2011a）の発表によれば，地震
後約 4ヶ月間にマグニチュード 5以上の余震が 517回発
生している。これは，平成 6年（1994年）北海道東方
沖地震（Mj=8.2）の約 4.2倍であり，今回の地震の余震
活動が極めて活発であることがわかる。

２　震源および地震動の特徴
　今回の地震およびその後に発生したマグニチュード 7

以上の余震の震源分布を Fig.1に示す（気象庁，2011a）。

Fig. 1　震源分布（気象庁資料に加筆）
Epicenter distribution of earthquakes (Improving data of Japan Me-
teorological Agency)

500 100 150 200 250 300 350
 

Fig. 2　地震による加速度波形の分布（東大地震研究所資料に加筆）
Observed accelerations in Tohoku-Pacifi c Ocean region (Improving data of Earthquake Research Institute, University of Tokyo)
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気象庁気象研究所（2011）によれば，本震の震源位置は
牡鹿半島の東南東約 130km付近の深さ約 24km，破壊し
た主断層の長さは約 450km，幅は約 150kmと推定され
ており，最大すべり量は約 30mに達する。強震計記録
などから推定される断層破壊過程は，最初の大きな断層
破壊が宮城県沖で発生し，その数十秒後に 2回目の断層
破壊が起き，それから間もなく 3回目の破壊が茨城県北
部の陸地に近い沖合で生じたとされている（東大地震研
究所，2011）。このような 3つの大きな断層破壊が連続
して複雑なかたちで発生した地震は極めて稀であり，地
域によって大きく異なる地震波形が観測された。東京大
学地震研究所が作成した地震加速度波形の分布を Fig.2
に示す（東大地震研究所，2011）。Fig.2から宮城県以北
では地震動の振幅のピークが 2つあるのに対し，福島県
から茨城県にかけてはピークが 1つであることが分か
る。図中の①～③は 3つの断層破壊に対応する波形の開
始点を結んだ線であり，3つの断層破壊過程が地震動に
大きな影響を与えたことがわかる。今回の地震の現在ま
での最大余震（Mj=7.7）は本震から約 30分後に茨城県
沖の深さ 43kmで発生した。茨城県稲敷市役所の震度は
本震で震度 6弱，余震で震度 5強であった。後ほど述べ
る利根川下流沿岸域の液状化被害地域では，本震も含め
30分の間に 2回の強い地震動を受けたことになる。
　防災科学技術研究所，気象庁，鉄道総合技術研究所な
どにより記録された強震波形から，今回の地震の地震動
の性質が明らかにされつつある。筑波大学の境（2011）は，
防災科学技術研究所の K-NETおよび KiK-netの強震波

形の分析を行い，今回の地震では震度 6弱以上の揺れが
広範囲に観測されたが，地震波の加速度応答スペクトル
は 1秒以下の短周期が卓越しており，木造住宅や中低層
の建築物の大被害に結びつく 1～ 2秒の長周期の応答が
さほど大きくない地震動であったことを報告している。
利根川沿岸下流の K-NET佐原観測点（CHB004）におけ
る本震の地震波形を Fig.3に，中央大学の國生ら（2011）
によって計算された佐原観測点および江戸崎観測点の加
速度および速度応答スペクトルを Fig.4に示す。両観測
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Fig. 4　K-NET佐原，江戸崎観測点の加速度および速度応答スペクトル（中央大学國生研究室報告書に加筆）
Acceleration response spectrum and velocity response spectrum at K-NET SAWARA,EDOSAKI

(Improving data of the report by Geotechnical Engineering, Laboratory, Chuo University)
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Fig. 3　強震計の加速度波形記録 K-NET佐原（CHB004）
Observed accelerations at K-NET SAWARA Station (CHB004)
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点の応答スペクトルの分布傾向は良く似ており，応答加
速度は周期 0.1～ 0.3秒の極短周期に，速度応答は周期
1～ 10秒にピークが存在する。Fig.4からは利根川沿岸
下流では 0.1～ 0.3秒の極短周期の加速度応答が卓越し
ていたことがわかる。地震動の周波数特性および継続時
間と地盤の液状化の関係は十分解明されておらず，液状
化が発生した場合の地盤の非線形化の問題とともに今後
検討が必要な課題である。

Ⅲ　調査概要

　液状化による農業水利施設の被害状況を確認するた
め，2011年 4～ 6月に利根川下流沿岸地域の被害調査
を実施した。調査方法は，主として目視により，地盤変
状，噴砂，施設の沈下，浮き上がり，破損状況を確認し
た。なお，水田の液状化の被災の程度については，農研
機構作物研究所の近藤（2011）が提示した作付けの観点
から分類した液状化区分に基づき Fig.5に示す 3段階に
分けて判定を行った。

Ⅳ　利根川下流沿岸域の農業水利施設の被害

１　調査地点
　調査地点を Fig.6に示す。茨城県取手市から利根川に
沿って千葉県香取市までの 11地点を調査した。大規模
な液状化（10ha以上）が発生した地区を赤丸（●），中

小規模な液状化の発生地区を黄丸（●），用排水機など
点施設の調査地点を青丸（●）で表す。液状化発生地区
では，地区のほぼ中央に丸をプロットするように努めた。

２　調査地域の地震動
　今回の地震に対する調査地域の地表最大速度（Peak 
Ground Velocity：PGV）分布を Fig.7 に示す。PGV の
コンター図は産業技術総合研究所地震動マップ即時推
定システムを利用して作成した（産業技術総合研究所，
2011）。調査地点および K-NET江戸崎，佐原観測点の位
置を図中に示した。Fig.7から，本震では，調査地域に
は液状化が発生する目安となる PGVが 15～ 20cm/sを
越える地震動が入力しており，調査地域の液状化の可能
性が高いことがわかる。

３　液状化被害とその特徴
　茨城県では 225haの水田が液状化した。特に，稲敷市
西代（にししろ），香取市石納（こくのう），稲敷市結佐
六角（けっさろっかく）地区では大規模な液状化が発生
し，約 180haの水田が作付け不能となった。また，用排
水路，パイプライン，暗渠排水にも大きな被害が発生し，
用水不足などにより稲敷市全体で 540haの水田が作付け
不能となった。千葉県では 740haの水田が液状化したが，
そのうち約 9割は農家および関係者の努力で田植えまで
に復旧，仮復旧した。しかし，神崎町向野（むかいの），
香取市石納地区では大規模な液状化が発生し，20haの

Fig. 5　水田の液状化の被害程度区分
Indicator of the degree of liquefaction damages of paddy

農村工学研究所技報　第 213号　（2012）148



149

水田が液状化による直接被害のため，329haの水田が用
水路等の農業施設の被害のため作付け不能となった。利
根川下流沿岸域における液状化の特徴は以下の通りであ
る。
（1）利根川沿いの旧河道地帯に浚渫，埋立て，盛土など
により人工的に造成された水田に大規模な液状化が発生
した。
（2）大規模な液状化が発生した地点は 1987年の千葉県
東方沖地震（Mj=6.7）等の過去の地震によって液状化発
生が記録されている液状化履歴地点と一致する場合が多
く，これらの地域では再液状化が発生したと推定される。

４　個別地区の被害状況
ａ　 西代・石納・結佐六角地区および西代第２機場
（調査番号１, ３）

　稲敷市西代，結佐六角地区，香取市石納地区は利根川
左岸に位置する水田地帯である。調査は 2011年 4～ 6

月にかけて行った。Fig.8に調査箇所，国土交通省の地
質ボーリング地点および各地区の液状化推定範囲を示
す。なお，液状化推定範囲は主に水田が液状化した範囲
を示し，その範囲は踏査および Google earthの航空写真
から推定した。Fig.9に土地条件図を示す。土地条件図
から，結佐六角および石納地区において液状化が発生し

Fig. 6　調査地点
Locations of surveyed sites

Fig. 7　調査地域の地表最大速度（PGV）分布
Distribution of the peak ground velocities (PGV) in surveyed area
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た区域と旧河道の分布がほぼ一致することがわかる。昭
和 30年前後に，この旧河道地帯は，利根川の浚渫砂で
埋め立てが行われ，その後に水田が造成された。また，
この地区は 1987年の千葉県東方沖地震の際にも噴砂等
が多数発生し，激しい液状化が確認された地区でもある
（古藤田・若松，1988）。国土交通省（2011）が公表する「国
土地盤情報検索サイト」のボーリングデータによれば，
Fig.8に示す液状化が発生した地点（黄丸）の地質構造
は，1m程度の水田表土の下に深さ 8m程度までは N値
1程度の極めて緩い砂層が，8m以深が N値 10以上の砂
層が分布している（Fig.10）。一方，西代地区とよく似
た地質構造の香取市佐原口（利根川をはさんで西代地区
の対岸に位置する）では，ボーリングによる地層構造に
基づき液状化発生の検討が行われ，地表から 10m程度
まで分布する N値 1～ 8の砂層の液状化評価指標 PL値
は 27と，激しい液状化の可能性があることが報告され
ている（山田，2011）。このことから，西代地区におい
ても，深度約 8mまでに分布する砂，シルト層において

液状化が発生した可能性が高いと推測できる。以下，こ
の地区で発生した特徴的な被害について報告する。

Fig. 8　調査地点と液状化発生推定範囲
Surveyed sites and estimated areas of liquefaction

0.3m

Fig. 9　土地条件図
Land condition map

Fig. 10　西代地区の地質構造
Geological column at Nishisiro area
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１）　水田の液状化被害
　西代地区の水田の液状化の状況を Fig.11に示す。
Fig.8の橙線で囲んだ液状化推定領域の中では，利根川
に隣接する南側の水田で液状化被害が大きかった。水田
の液状化の程度は中～大であった。液状化推定領域の北
側では水田の液状化の程度は小さかった。液状化の程度
が小さい水田の一部では稲の作付けが行われたが，液状

化の程度が大きかった南側の水田では作付け不能であっ
た。西代および石納地区の水稲作付け不能面積は 83ha

に達した。作付けができなかったのは，水田の不陸など
液状化の直接被害に加えて，用水供給の起点である西代
第 2機場（地点番号 15）が被災し，用水供給が途絶し
たことも原因のひとつであった。北側の水田では近傍の
排水路から小型ポンプで水田への給水が行われ稲の作付
けが行われたが，排水路の塩分濃度が高いため，一部水
田で塩害による稲の生育不良が生じた。
　石納地区の水田の液状化の状況を Fig.12に示す。石
納地区の中央には排水路が縦断しており（Fig.13），こ
の排水路の両側の水田が特に激しく液状化した。水田の
液状化程度は中～大であった。地区内の石納排水機場周
辺でも液状化が発生したが，排水機場のポンプ設備は
運転可能な状態であった（Fig.14）。石納排水機場の近
傍の水田では暗渠管の試掘が行われた。試掘の状況を
Fig.15に示す。掘削断面から，深さ 30～ 40cmの砂混
じりの水田作土の下に暗緑色の砂層が分布することがわ
かる。このようにこの地区では水田下に飽和した砂層が
広く存在する。一方，石納地区の中でも Fig.8に「液状

Fig.11　西代地区の液状化水田（地点番号 2）
Liquefi ed paddy in Nishisiro (No.2)

Fig. 12　石納地区の液状化水田（地点番号 7）
Liquefi ed paddy in Kokuno (No.7)

Fig. 13　石納地区の中央排水路（地点番号 6）
Main drainage canal in Kokuno (No.6)

Fig.14　石納排水機場（地点番号 5）
Drainage pumping station in Kokuno (No.5)

Fig. 15　試掘状況（地点番号 4）
Test trench (No.4)

30 40cm

 

151浅野　勇・渡嘉敷勝・森　充広・西原正彦：平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による利根川下流沿岸域の用排水路等の被害と特徴



化無」と示した利根川沿いの区域では，液状化被害はほ
とんど発生しなかった。この区域では，Fig.13に示した
排水路を堰上げし，排水路から用水を確保し，稲作が通
常通り行われた。
　結佐六角地区の水田液状化の状況を Fig.16に示す。
水田の液状化の程度は西代，石納，結佐六角の 3地区中
で最大であり，ほぼ全域の水田が激しく液状化した。こ
のため，地区全域で水田の作付けができず，作付け不能
面積は 75haに達した。

２）　排水路の被害
　地区内の排水路では，噴砂が排水路に侵入し排水路
が砂で埋没する被害が多くみられた。噴砂で埋没した
排水路では通水断面を確保できず通水障害が発生した
（Fig.17）。排水路は鉄筋コンクリート杭柵工による土留
護岸（柵渠）が多く，水路底に床板が無い構造のため，
排水路の底から噴砂が水路内に侵入し，排水路が砂で
埋まったと推測される。5月の調査時点では，排水路の
砂は重機によって排水路の外に排出されており，排水路
は通水可能な状態まで応急復旧されていた。平成 16年
（2004年）新潟県中越地震では，底板を有するフルーム
あるいは L型水路などで，液状化により底板の破壊や
躯体の傾きが発生し通水機能の回復が遅れた（浅野ら
2006）。柵渠構造は，噴砂が水路の底から侵入し易い反
面，砂の排出も容易な構造と考えられ，被災後の部材の
再利用および応急復旧のための施工性を高めることによ
り，液状化の可能性が高い排水路区間の水路形式として
今後の改良が期待される。
　地区内では帯状に激しく液状化した領域が認められ
た。帯状の領域では噴砂，沈下，段差などの地盤変状の
程度が他の地点に較べ大きかった。帯状の領域を排水路
が通過する地点では排水路に大きな変状（沈下，浮上，
側壁の倒れ込み，段差）が見られた。このように排水路

Fig. 17　噴砂により埋没した排水路（地点番号 14）
Drainages Buried by liquefi ed sands (No.14)

Fig. 18　排水路の蛇行（地点番号 8）
Meandering of drainage (No.8)

Fig. 19　排水路の浮上，傾き（地点番号 10）
Uplifted or inclined drainage (No.10)

Fig. 20　排水路の傾き（地点番号 12）
Inclined drainages (No.12)

Fig. 16　結佐六角地区の液状化水田（地点番号 9）
Liquefi ed paddy in KessaRokaku (No.9)
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の損傷の程度と地盤の変形の大きさの間には調和的な関
係が見られた。石納地区での排水路の被害状況を Fig.18
に示す。排水路の構造は柵渠である。被災区間は 10m

程度であった。結佐六角地区では約 100mの区間で排水
路（柵渠）が 1m以上浮上した（Fig.19）。浮上により排
水路部材は損傷したものの，5月の調査時点では Fig.19
に示すように排水路内の砂は排出され，水路の通水機能
は応急的に確保されていた。国土交通省利根機場の西
側に沿って北から南に流れる排水路（柵渠）では，約
300mの区間で柵渠杭の傾きやコンクリート板の倒れ込
みが発生した（Fig.20）。この区間では排水路沿いの道
も大きく上下にうねっていた。この被災区間についても
柵渠部材の損傷は大きいものの，調査時点では排水路内
に侵入した噴砂は排出され，水路の通水機能は応急的に
確保されていた。
３）　ボックスカルバートの被害
　ボックスカルバートや橋など杭による支持が行われて
いる施設では，杭により施設の沈下が抑制されたため施
設と周辺地盤との間で段差が生じた。結佐六角のボック
スカルバートに発生した段差を Fig.21に示す。ボック

スカルバートと周辺地盤との境界で最大 20～ 30cmの
段差が発生した（Fig.22）。また，ボックスカルバート
のウイング部が周辺地盤と共に沈下したため，カルバー
ト本体とウイングの接合部が引張破壊した（Fig.23）。
杭支持の施設では，施設と地盤との境界部に変形が集中
し，境界部に破壊が生じやすいと考えられる。一方，カ

Fig. 21　ボックスカルバートに発生した段差（地点番号 11）
A relative gap between the box culvert and ground (No.11)

Fig. 22　本体とウイング接合部での引張破壊（地点番号 11）
Tensile failure of the joint between the main culvert and the wing wall 
(No.11)

Fig. 23　西代第 2機場の被害状況（地点番号 15）
Damages of the second drainage pumping station in Nishishiro (NO.15)

 

Fig. 24　陶製暗渠管の不陸と継手での損傷
Unevenness and damages of joints of unglazed drain pipes 
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ルバート本体には不同沈下等は発生していないことから
カルバート本体の構造的な損傷は小さいと推測される。
段差の発生により最も懸念されるリスクは，車などの通
行の障害や段差に衝突するなどの事故の発生である。段
差の発生が予測される施設では地震発生後の早期の通行
規制などの安全対策と土嚢やアスファルトを用いた応急
復旧方法について今後検討が必要である。また，ウイン
グ部についても縁切りを行うなど液状化による段差の発
生がカルバート本体に影響を及ぼさないような構造の検
討が必要と考える。
４）　用排水機場の被害
　西代第 2機場の被災状況を Fig.23に示す。機場およ
びその周辺に液状化が発生したため，ポンプ場建家の傾
き，水路への噴砂の侵入，鋼管の支床からの抜け出し，
樋門とポンプ場建家および機場と管路の接合部などにひ
び割れなどの被害が発生した。構造や質量が異なる構造
物では，地震による応答が異なるため，その接合部に損
傷が集中する傾向がある。西代第 2機場は西代の水田地
区へ用水を供給していたが，機場建家の傾斜，配管など
の破損，民家の下にパイプラインが配管されており 2次
被害の恐れがあることなどからポンプの運転はできない
状態にある。現在，西代第 2機場の上流に新たに新西代
揚水機場と幹線用水路を建設中であり，平成 24年度か
らはこれらの施設により西代地区の水田に給水を開始す
る予定である。
５）　陶製暗渠管の被害
　利根川下流沿岸域の水田では，排水のため田面から
0.6～ 0.8m深に陶製暗渠管が設置されている。今回の地
震により暗渠管も液状化による大きな被害を受けた。暗
渠管の状態を確認するために，結佐六角地区および西代
地区では試掘および管の不陸を測定するための暗渠管の

縦断測量が実施された。試掘の結果，暗渠管には最大
10cm程度の不陸および管の損傷が発生していることが
確認された（Fig.24）。また，暗渠管内への砂の流入な
ども観察された（Fig.25）。地盤の変形により暗渠管に
は不陸および逆勾配が発生しており，液状化水田では暗
渠管の排水機能が大幅に低下していると推測された。茨

Fig. 25　暗渠管への噴砂の流入
Infl ow of liquefi ed sands into an unglazed drain pipe

Fig. 26　ボーリングデータ地点
Location of the points of the boring survey

Fig. 27　N値と液状化の関係（範囲 1）
Relationship between N-value and liquefaction in Area 1

1 2 3 
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城県では，液状化水田の暗渠についてはすべて新設する
方針で復旧に取り組んでいる（茨城県，2011）。
６）　地質構造と液状化の程度の関係
　国土交通省（2011）が公表する「国土地盤情報検索サ
イト」のボーリングデータを用いて，地質構造と液状化
の発生について調べた。検討対象のボーリングデータ地
点と液状化推定範囲（赤線）を Fig.26に示す。ボーリ
ング 1～ 3（範囲 1）とボーリング 4～ 7（範囲 2）につ
いて検討を行った。結果を Fig.27～ 28に示す。これら
の結果から，表層から 4～ 8m程度まで N値が 1～ 2の
地層が存在する地点では液状化が発生しており，特に
8m程度まで N値 1～ 2の緩い層が存在する地点での液
状化の程度が大きかった。すなわち，西代地区の液状化
においては，地表付近に N値 1～ 2の緩い砂層が存在し，
その緩い砂層の厚さが大きい地点ほど液状化の発生の可
能性及びその程度が大きい傾向があると推測される。
ｂ　神崎町向野（調査番号 2）

　神崎町向野は利根川右岸に位置する水田地帯である。

2011年 5月 1日，16日に調査を実施した。Fig.29に調
査箇所および液状化推定範囲を示す。Fig.30に土地条件
図を示す。Fig.30から向野地区では液状化発生地点は旧
河道地帯に集中したことがわかる。また，この地区は
西代・石納・結佐六角地区と同様に 1987年の千葉県東
方沖地震の際に激しい液状化が確認された地点でもある
（古藤田・若松，1988）。向野地区の土質構成と液状化
抵抗率 FL値の深度分布を Fig.31に示す（山田，2011）。
Fig.31から，この地区では深度 12m程度まで液状化抵抗
率 FL値が 1以下の砂層，シルト層が存在し，非常に液状
化の可能性が高い地盤であることがわかる。以下，この
地区で発生した特徴的な被害について報告する。
１）　水田の被害
　Fig.29に示した液状化推定範囲の大部分は水田であ
り，その面積はおよそ 20haである。向野地区の水田の
液状化の状況（地点番号 1）を Fig.32に示す。この地区
の水田の液状化の特徴は，水田が全面的に液状化し，噴
砂量が極めて多いことである。5月 1日の調査時点では，

4 5 6 7 

Fig. 28　N値と液状化の関係（範囲 2）
Relationship between N-value and liquefaction in Area 2

Fig. 29　調査地点と液状化発生推定範囲
Surveyed sites and estimated areas of liquefaction

Fig. 30　土地条件図
Land condition map
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水田に帯状に発生した噴砂がその後の風雨で拡散し，水
田全体が砂漠の様な状態を呈していた。Fig.33に水田の
噴砂状況を示す。噴砂の上には珪化木や粘土塊が観察さ
れた（Fig.33）。珪化木は古い樹木の化石であり，旧利
根川により運搬された深度 10m程度の砂層に埋もれて
いたと推定される。このような砂以外の地盤材料が地表 
面に噴出したことは，地盤のかなり深部で液状化が発生
した可能性と液状化による地盤材料の噴出が極めて強い
ものであったことを示唆する。
　水田の幹線暗渠（ヒューム管）の被災状況を調査す
るために試掘が行われた。試掘の状況（地点番号 4）を
Fig.34に示す。水田の下の土は粘土まじりの砂質土であ
り，作土と下層土の区別がつきにくい地層であった。
２）　排水路の被害
　向野地区では，液状化推定範囲の北側に沿って西から
東に排水路が伸びている。排水路の構造は柵渠および

土水路（農村公園の中）である。この排水路では，地
盤の液状化により約 1kmにわたり，噴砂の侵入，柵渠
の傾きなどが発生した。5月 1日の調査時点では一部区
間が噴砂により埋没しており通水不能な状態であった
（Fig.35）。その後，6月 15日の調査時点では，噴砂は水
路内から排除されており，水路部材は傾いているものの，
通水機能は回復していた（Fig.36）。他の地点（地点番号 3）

Fig. 35　噴砂で埋没した水路（地点番号 2）
Drainages Buried by liquefi ed sands (No.2)

Fig. 31　神崎町向野の地質構造と FL値（山田，2011）
Geological column and FL Value at Kono (Yamada, 2011)

Fig. 32　大規模に液状化した水田（地点番号 1）
Large liquefaction of paddies (No.1)

Fig. 33　地表に噴出した木化石および粘土塊（地点番号 1）
Fossil wood and lump of clay on the surface of the liquefi ed sands (No.1)

Fig. 34　試掘の状況（地点番号 4）
Test trench (No.4)
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でも排水路の倒れ込みが発生していたが，砂の排出によ
り通水機能は回復していた（Fig.37）。
３）　その他の施設の被害
　農村公園では，公園のトイレ建家（地点番号 5）と
その周辺地盤との間に最大 40cm程度の段差が生じた
（Fig.38）。建家は排水路側がやや大きく沈下する不同沈
下が生じていた。また，この建家から 10mほど離れた
排水路にかかる橋では，橋と周辺地盤の間にトイレ建家
と同様な段差と損傷が発生していた（Fig.39）。これらは，
結佐六角地区で発生したボックスカルバートの段差と同
じく杭支持された施設の沈下が抑制されたために発生し
たと推測される。ただし，この建家ではボックスカルバー
トでは見られなかった不同沈下が生じており，液状化が
発生する地区では，直接基礎などの杭形式を含めた施設
の沈下対策の検討が必要と考える。
ｃ　 取手市大留，利根市布川，栄町北（調査番号４，
５，６）

　小貝川と利根川合流地点付近の 3地区の被災状況を調
査した。調査は 2011年 4月 24日に行った。常磐線が小
貝川を渡る小貝川鉄橋を起点に，小貝川と利根川の合流
点を経由し，利根川沿岸の栄町北まで調査した。調査

地域の微地形と過去の液状化履歴地点を Fig.40に示す。
図中の「1923.9.1」と表示された青いプレスマークは関
東大震災の際に液状化履歴地点である（若松，2011）。
また，微地形の分布については地震ハザードステーショ
ンから kmlファイルを入手し描画を行った（防災科学技
術研究所，2011）。Fig.40から取手市大留（調査番号 3）
は後背湿地に，利根町布川（調査番号 4）および印旛郡
栄町北（調査番号 5）は自然堤防に区分された微地形に
属することがわかる。
１）　取手市大留（調査番号４）
　大留（おおどめ）地区は小貝川の右岸に位置する。小
貝川の堤防沿いの水田および宅地約 2haが液状化の被害
を受けた。Fig.41に液状化発生推定区域を示す。Fig.42
に土地条件図を示す。液状化の領域は，土地条件分類か
らは，氾濫平野，自然堤防に属する。国土交通省の国土
地盤情報検索より入手した液状化発生地点近傍のボー
リング柱状図からは，地表面から 1～ 4.5mに N値 2～
3のシルト層，4.5～ 6.5mに N値 5を越えるシルト層，
8mより深くなると N値 1のシルト質粘土が存在する。
また，同ボーリングデータから地下水位は 7月の観測値
で地表面から 0.5mと極めて浅い。この地区では，古関

Fig. 36　排砂後の水路の状況（地点番号 2）
Drainages after discharge of the sands (No.2)

Fig. 37　排水路の倒れ込み（地点番号 3）
Inclination of drainages (No.3)

Fig. 38　トイレ建家に発生した段差（地点番号 5）
A relative gap between the public lavatory and ground (No.5)

Fig. 39　橋の端部に発生した段差（地点番号 6）
A relative gap between the bridge and ground (No.6)
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